
産業成長戦略の第１四半期の進捗状況等 

分野： 水産業分野 戦略の柱： 担い手の育成・確保 
取組方針：移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実、法人等の参入による担い手育成

の新たな受け皿づくり、就業時の設備投資、資金調達への支援、新規就業者が参入しやすい環境づくり 

 【概要・目的】   
就業希望者の積極的な掘り起こしを行い新規就業者の確保に努めるとともに、法人等と連携し次世代を担う中核的な漁業者を計画的に育成する。 

 

 

見えてきた課題・改善策と下半期の主な取り組み（C、A） 
 
見えてきた課題・改善策 

１．担い手の育成 

(1)移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実 

・指導者の確保 

(2)法人等の参入による担い手育成の新たな受け皿づくり 

・担い手育成団体となる企業等及び研修生の確保 

 

２．就業時における支援 

(1)就業時の設備投資、資金調達への支援【再掲】 

・就業時に必要となる漁船等設備の確保 

(2) 新規就業者が参入しやすい環境づくり 

・担い手の潜在ニーズの顕在化とニーズへの対応 

・専業の漁業就業希望者のみならず、兼業希望者や家族での移住希望者を対

象に漁村の幅広いライフスタイルの提案 

 

下半期の主な取り組み 

１．担い手の育成 

(1) 移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実 

・漁業就業相談、県内巡回、短期研修の実施、長期研修生の受入れ 

・漁業就業支援フェア等での就業希望者の発掘等 

(2)法人等の参入による担い手育成の新たな受け皿づくり 

・担い手育成団体として認定を希望する団体への事業説明（随時） 

 

２．就業時における支援 

(1) 就業時の設備投資、資金調達への支援【再掲】 

・漁船導入支援事業及び沿岸漁業設備投資促進事業による漁船等の取得支援 

(2) 新規就業者が参入しやすい環境づくり 

・漁村のライフスタイル提案の拡充、HPでの広報とパンフレットの配布 

・漁業指導所での座学研修、研修生交流会の開催 

・漁業就業支援フェア等（10/15名古屋、10/28横浜）での情報発信 

・漁業就業アドバイザー（2名体制）による研修生のフォローアップの実施 

 

平成 29年度上半期の取り組み状況（D） 

 

１．担い手の育成 

(1) 移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実 

・漁業就業セミナーの実施（5/21：5名参加） 

・高知暮らしフェア（6/24大阪：3名面談、6/25東京：6名面談、9/2東京：5名面談） 

・漁業就業支援フェア（7/9東京：7名面談、7/22大阪：8名面談） 

・移住笑談会（8/5大阪：2名面談） 

・短期研修実施者数：12名 

・長期研修開始者：6名（新規漁業就業者支援事業 4名、担い手育成団体支援事業 2名） 

・漁村のライフスタイル提案の拡充（5月） 

 

２．就業時における支援 

(1) 就業時の設備投資、資金調達への支援【再掲】 

・漁船導入支援事業（国漁船リース事業への継ぎ足し）での漁船取得：新規就業者４

名が交付決定（4/21：土佐清水市 3名、6/2：奈半利町 1名） 

 

(2) 新規就業者が参入しやすい環境づくり 

・担い手の潜在ニーズの掘り起こし（6月～） 

・漁村のライフスタイル提案を拡充し（中土佐町を追加）、HP等での情報発信とパンフ

レットの作成 

・漁業指導所での座学研修、研修生交流会の開催（6/16土佐清水、7/12中央） 

・漁業就業セミナーでの情報発信の実施（5/21） 

・漁業就業フェア等での情報発信の実施（大阪：3回、東京：2回、高知：1回） 

・漁業就業アドバイザー２名との委嘱（4/1～） 

 

【平成 31年度末の目標〈H29到達目標〉】 

 

１．新規漁業就業者支援事業による新規就業者数    ＝H31：13名〈H29:8名（H26比+6名）〉 

２．担い手育成団体支援事業による新規就業者数    ＝H31：12名〈H29:3名（H26比+3名）〉 

３．就業時の設備投資、資金調達への支援実施件数   ＝H31：3件〈H29:1件以上（H26比+1件）〉 

 

【直近の成果】   

                      

１．新規漁業就業者支援事業による新規就業者数  ： 6名【対前年同期比 2名増】 

２．担い手育成団体支援事業による新規就業者数   ： 0名【対前年同期比 0名増】 

３．就業時の設備投資、資金調達への支援件数   ： 4件【対前年同期比 3件増】 

 

平成 29年度の当初計画（P） 

 

１．担い手の育成 

(1) 移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実 

・漁業就業相談、県内巡回、短期研修の実施、長期研修生の受入れ（～3月） 

・より効率的な支援策の検討（～Ｈ30予算策定時期） 

・漁業指導所での座学研修、研修生交流会の開催（～3月） 

・漁業就業セミナーの実施（5月、11月、2月） 

・漁業就業支援フェア、UIターン就職相談会等での就業希望者の発掘等（～3月） 

・新規漁業就業者支援事業及び担い手育成団体支援事業の来年度需要調査 

・新規漁業就業者参入状況調査及び追跡調査結果取りまとめ 

 

(2)法人等の参入による担い手育成の新たな受け皿づくり 

・担い手育成団体として認定を希望する団体への事業説明（随時） 

・新たな担い手育成団体の掘り起こしと認定に向けた研修カリキュラムの作成支援、認

定審査会の開催（随時） 

 

２．就業時における支援 

(1) 就業時の設備投資、資金調達への支援【再掲】 

・市町村や地元漁協との情報共有、研修生のニーズ把握（～3月） 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業による漁船取得の支援（～3月） 

・漁船導入支援事業及び沿岸漁業設備投資促進事業による漁船等の取得支援（～3月） 

 

(2) 新規就業者が参入しやすい環境づくり 

・就業希望者の掘り起こし（担い手の潜在ニーズの顕在化）（～3月） 

・漁村のライフスタイル提案の拡充、HPでの広報とパンフレットの作成（～3月） 

・漁業指導所での座学研修、研修生交流会の開催（～3月） 

・漁業就業セミナーでの支援制度等の情報発信（5月、11月、2月） 

・漁業就業支援フェア、UIターン就職相談会等での支援制度等の情報発信（～3月） 

・アドバイザー（2名体制）による研修生のフォローアップの実施（～3月） 

 

計画を進めるに当たってのポイント 

１．研修の受入体制の強化、研修生の確保、担い手育成団体となる新たな企業等の確保 

２．担い手の潜在ニーズの顕在化 



 


